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令和２年 12 月 21 日 総務部 

行政手続及び内部手続における押印見直しの取組状況について 

 令和２年１１月１６日（月）開催の行財政改革・デジタル戦略推進本部員会議を受け、

その後の進捗状況について令和２年１２月４日（金）時点で取りまとめた結果は以下の

とおりです。 

１ 行政手続の見直し状況の概要 

（１）取組状況 

独自手続数 うち押印が必

要な手続 

（見直し対象） 

存続も含め

て検討 

廃止を決定また

は廃止の方向で

検討 

防災対策部 １９ １９ － １９ 

戦略企画部 ２６ ２０ － ２０ 

総務部 ３６ ３３ － ３３ 

医療保健部 １０４ ７１ － ７１ 

子ども・福祉部 ３３ ２０ － ２０ 

環境生活部 ２３０ １５１ － １５１ 

地域連携部 ８４ ８０ － ８０ 

農林水産部 ２５７ ２０７ － ２０７ 

雇用経済部 １２２ １１６ － １１６ 

県土整備部 ６９ ６５ － ６５ 

出納局 ４８ ４８ － ４８ 

企業庁 ２７ ２７ － ２７ 

病院事業庁 ２２ ２２ － ２２ 

教育委員会 １３７ １２０ － １２０ 

他の各種委員会 ２９ ２２ － ２２ 

計 １２４３ １０２１ － １０２１ 

前回（11/4） １１４８ ９４７ ５０ ８９７ 

※12/4 時点の集計値。今後検討・廃止に向けた手続を進める過程で値の変動が生じる場

合もあります。 

（２）廃止を決定または廃止の方向で検討中の１０２１手続の対応時期 

・既に廃止済    ７６手続 ・年内に廃止         １７４手続 

・年度内に廃止  ７３９手続 ・廃止時期調整中（年度内に決定）３２手続 

（３）前回「存続も含めて検討中」とした手続の見直し状況 

  （どうしたら押印不要とできるかを検討） 

①実印＋印鑑証明で厳格な確認をしている手続

→同等の真正性確保が必要なものは電子署名での対応を継続して検討。

（電子署名の基盤整備の検討も必要）
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②申請者以外の第三者の法人が証明する証明書、③権利・義務に係る法人の意思確定 

の確認 

  →押印の必要性について再考し、電話確認等の代替措置での対応を検討。 

 

３ 内部手続の見直し状況の概要 

（１）取組状況  

※12/4 時点の集計値。今後検討・廃止に向けた手続を進める過程で値の変動が生じる場

合もあります。 

（２）押印が必要な手続（職員や事業者からの申請、届において押印を求めているもの） 
・（内訳）人事関係 ３９８手続、会計関係（※会計規則にかかるものを除く）１８３
手続、庶務関係 ７３手続 

・会計規則にかかる諸手続の押印（見積書、請求書等）については、出納局が中心と

なって検討を行い、契約書を除き、原則年度内に廃止で検討中。 

 
（３）廃止を決定または廃止の方向で検討中の６５４手続の対応時期 
 ・既に廃止済      ９４手続 ・年内に廃止   ６７手続      
・年度内に廃止    ４９３手続 

 

４ 今後の取組 

 ・現在三重県で運用している電子申請・届出システムで対応可能な手続については、

受付件数や手続の内容等も踏まえ、可能なものから随時登録を進めていきます。 

 ・手続の電子化に向けた課題である、電子署名や電子収納への対応についても検討を

進めます（令和３年度）。 

 ・電子決裁の活用、手続のオンライン化による業務の効率化（意思決定の迅速化、テ

レワークの拡大）を進めます。 

    

 

押印が必要な手続 存続も含めて検討 廃止を決定または廃止

の方向で検討 

知事部局・各種

委員会・企業庁、

病院事業庁 

 

６５４ 

 

－ 

 

６５４ 

 

前回（11/4） ６０１ － ６０１ 


